
【Ⅰ．主な取り組み】

【Ⅱ．目標指標】

年度 基準値 目標値 実績値 達成度 　　　　 25　　　   50　　　　75　　 　100       125

ⅰ H16 167 791 862 109.0%

ⅱ H15 179 2,225 2,301 103.4%

ⅲ H16 50 117 126 107.7%

【Ⅲ．指標による評価】
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ⅲ

施策評価調書　目標年度（２７年度）実績
施策コード Ⅱ－２－（１）

政策体系
　施策名　ものづくり産業の振興 所管部局名 商工労働部 長期総合計画(プラン2005)頁

指　　　　標
関連する
取組№

基準値 目標年度（２７年度） 目標達成度（％）

87

　政策名　活力を創造する商工業等の振興 関係部局名 商工労働部、土木建築部

取組№ ① ②

経営革新計画承認累計件数（件） ②

県内特許出願件数（H15年以降）（件） ②

産学官共同研究数（件/年） ①

取組項目
多様な産業集積の推進による

競争力強化
地場企業の体質強化

評価 理　　　　由　　　　等 平均評価

達成 　商工団体等との連携により経営革新計画への取り組み促進に努め、目標値を達成した。

達成達成 　特許出願支援、特許相談の実施により、目標値を達成した。

達成 　自動車、半導体に加え医療機器関連産業など様々な産業分野において、産学官での共同研究が進展したことにより、目標値を達成した。



【Ⅳ．指標以外の観点からの評価】 【Ⅴ．施策を構成する主要事業】

【Ⅵ．施策に対する意見・提言】

取組
№

指標以外の観点からの評価
取組
№

事業名（２７年度事業）
事業コスト

（千円）

事務事業評価

総合評価

②

・食品産業の商品開発や人材育成の目的で「食品オープンラボ」を運営し、
製造技術の高度化が図られた。また、食品加工リーダー研修会を開催し、人
材育成を図った。
・「ＩＴイノベーション研究会」を実施した結果、参加者の８割以上がＩＴを活用し
た経営に直ちに取り組みたいとする等、意識向上が図られた。
・ＩＴ技術者等を対象に「おおいたＩＴ人材塾」を開催した結果、塾生同士で協業
しビジネスプランを検討したり、卒塾生が中心となり形成した自主コミュニティ
において、情報交換等が行われる等、企業の枠を超えた交流が図られた。
・データ分析研修を開催したことにより、新サービス創出や経営課題解決に
必要となるデータ分析の基礎知識の修得が図られた。

食品産業成長促進事業 32,303 Ｃ

中小企業ＩＴ経営推進事業 14,185

①

・自動車関連産業企業力向上事業では、自動車メーカー等と設備や部品等
で継続した取引のある企業が増加している。
・おおいたＬＳＩクラスター構想推進事業では、産学官一体となった研究開発、
人材育成、販路開拓等に取り組み、県内半導体関連企業の競争力の強化
が図られた。

①
自動車関連産業企業力向上事業 37,441 Ｂ

おおいたＬＳＩクラスター構想推進事業 30,037 Ａ

②
Ｅ

情報産業振興事業 31,183 Ａ

ＩＣＴ・データ利活用推進事業 34,396 Ａ

経営革新企業成長促進事業 99,894 A

建設産業構造改善支援事業 8,535 Ｄ

Ａ

・自動車関連産業においては、県内企業への現場改善指導やセミナー、講座の開催等に取り組み、技術力の向上とコスト競争力の強化を図ることで、新規参入・取
引拡大ができた。引き続き、提案型企業やユニット単位で受注できる企業の成長を図っていく。
・半導体関連産業においては、産学官一体となった研究開発、人材育成、販路開拓に取り組むなど、国内外企業との競争力の強化を図った。今後は、県内企業が
これまで培った技術、人材、設備等を活用して、新分野・成長分野へのチャレンジも支援していく。
・経営革新制度の普及強化により、中小企業の経営革新を推進できた。今後は、補助対象経費に訪日外国人誘客の取組を追加するとともに、商工団体の経営指
導員に対する現地支援を強化していく。
・食品産業においては、企業間の連携や商品開発、販路開拓に取り組んだことで、企業会としての商談をコーディネートできた。今後も、企業が連携した商品開発、
販路開拓を継続支援していく。
・情報産業においては、若年ＩＴ技術者のコミュニケーション能力の向上等に取り組み、企業の枠を超えた交流が生まれたことで、ビジネスチャンス拡大が図られた。
今後は、引き続き若手ＩＴ技術者の研鑽の場である「おおいたＩＴ人材塾」を開催するとともに、県内小中学生を対象としたプログラミング教室や高校生を対象としたア
イデアソン・ハッカソンを実施することにより、次世代を担うＩＴ技術者を育成していく。
・中小企業の幹部社員等に対し、データ分析研修を開催したことで、新サービスの創出や自社課題の解決に必要な基礎知識の修得が図られた。今後は、更に高度
な自社データ分析演習やＩＴ経営計画書作成演習等を実施することにより、自社に蓄積したデータを分析して経営課題解決等に取り組む企業を支援していく。

○第１回大分県新長期総合計画策定県民会議(H27.5）
・工業は裾野が広い。大企業と地域の地場産業や技術と連携することで、全体を右肩上がりに
していく必要がある。

【Ⅶ．総合評価と今後の施策展開について】

総合評価 成果と今後の施策展開


